
21

平成２３年度予算の「主な政策的事業」について

平成 23 年度は骨格予算であり 6 月補正で計上予定の事業もありますが、主な政策的な事業

については、以下のとおりです。事業区分は、第 5 次総合計画の基本目標に沿って区分して

います。（概要は次頁以降に掲載しています。）

１ 世界に誇る自然との共生を目指して
○国立公園内自動車利用適正化対策事業 ［資料 24 頁］

○ヒグマ管理対策事業 ［資料 24 頁］

２ 活力ある産業の振興を目指して
○産業活性化対策事業

（地場産業活性化チャレンジ事業、知床しゃりブランド推進事業） ［資料 33 頁］

○プレミアム付商品券発行助成事業 ［資料 32 頁］

○住宅リフォーム促進補助事業 ［資料 32 頁］

○観光イベント等支援事業 ［資料 33 頁］

３ 安心して暮らせる快適な生活環境目指して
○新一般廃棄物処理施設整備事業 ［資料 29 頁］

○小動物処理施設整備事業 ［資料 28 頁］

○住宅用太陽光発電システム設置補助事業 ［資料 24 頁］

４ 健やかで思いやりのある福祉社会を目指して
○町立国保病院等による予防接種事業

・小児任意接種ワクチン予防接種事業（水痘、おたふくワクチン） ［資料 28 頁］

・子宮頸がんワクチン接種事業 ［資料 28 頁］

・小児任意接種ワクチン予防接種事業(肺炎球菌、ヒブワクチン)

・新型インフルエンザワクチン接種事業

・高齢者肺炎球菌ワクチン接種事業

５ 明日を拓く心豊かな人づくりを目指して
○基礎学力向上対策事業

（公開研修会助成事業、支援講師配置事業） ［資料 37 頁］

６ 住民参加と協働による行政運営を目指して
○（仮）まちづくり基本条例策定事業 ［資料 22 頁］

○まちづくり１％支援事業 ［資料 23 頁］

6 主な政策的事業の内容



議会費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源
議会費 ○ 159 159

総務費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源
一般管理費 ○ 216 216

○ 4,721 4,721 債務負担行為限度額

○ 1,910 1,910

Ｈ24～Ｈ27
5,444千円

企画費 行政調査研究事
業費

まちづくり基本条例（仮称）策定事業

住民参加と協働のまちづくりを進めるため、自治
の基本理念と町民や行政等の役割や責務を明確
にし、より良い行政運営を進展させるための道標
となる「まちづくり基本条例（仮称）」を制定する。

行政事務
OA化システ
ム推進費

行政事務OA化シ
ステム推進事業
費

庁内LANパソコン等整備事業

庁内LANパソコンの仕様を統一して計画的に整
備を行い、全体コストの削減と効率的かつ安定的
な運用を確保するとともに、不要となるPC等につ
いて、斜里町情報セキュリティポリシーに則り、外
部業者に一括廃棄処分を委託する。

・H23整備内容

PC45台、統合ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾌﾄ、その他ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
ｿﾌﾄ購入、業務ｼｽﾃﾑ再設定
廃棄処分 40台

左 の 財 源 内 訳
備 考

一般管理事業費 弘前城築城４００年祭派遣事業

弘前城築城４００年式典に出席し、斜里町と弘
前市の更なる交流の発展を図る。

新・継区分

目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要

弘前城築城４００年祭派遣事業

目 別

議員活動研修事
業費

事 業 費 名 備 考
左 の 財 源 内 訳

予算額

弘前城築城４００年式典に出席し、斜里町と弘
前市の更なる交流の発展を図る。

事 業 名 及 び 事 業 概 要
新・継区分

予算額
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総務費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

左 の 財 源 内 訳
備 考

新・継区分

目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要 予算額

○ 1,367 1,367

○ 195 195

○ 8,052 8,052

○ 987 954 33

449千円
505千円
33千円

消費者対策
費

消費生活推進事
業費

消費者生活支援事業

「北海道消費者行政活性化事業」を活用し、町
内消費者の安全で安心な消費生活の実現を推
進する。

①消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業
②消費者教育・啓発活性化事業
③消費生活相談員活動報酬

まちづくり支
援事業費

まちづくり１％支
援事業費

まちづくり１％支援事業

元気で活力のある協働のまちづくりをめざして、
住民自らの企画提案により実施する公益性の高
い事業に対し、町民の審査により、個人町民税の
１％以内の予算範囲で補助金を交付する。

事業補助金
委員報酬等事務費

7,400千円
652千円

広域行政運営事
業費

北網地域活性化協議会事業

北網地域2市8町（網走市、北見市、美幌町、津
別町、斜里町、清里町、小清水町、訓子府町、置
戸町、大空町）で構成する「北網地域活性化協議
会」が行う平成23年度事業の負担金及び事業参
加旅費。
・H23事業予定
北網物産PR事業、ふるさと活性化交流事業、
女満別空港ﾁｬｰﾀｰ便誘致事業

住民活動推
進費

住民活動振興事
業費

無料法律相談事業

住民の安心で安全な生活を支援するため、弁
護士による無料法律相談会を実施する。

3回実施（1回8人程度）

企画費
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総務費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

左 の 財 源 内 訳
備 考

新・継区分

目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要 予算額

○ 6,650 3,000 3,650

○ 2,500 2,000 500

（遺産適正利
用基金）

○ 2,900 1,000 1,900

（遺産適正利
用基金）

○ 8,078 5,000 3,078

（遺産適正利
用基金）

○ 800 800

○ 10,870 7,009 2,700 400 761

(公有林整備
事業債）

（財産売払収
入）

有害鳥獣捕獲事業

農地へのヒグマ出没が増加傾向にある現状を踏
まえ、農作物被害や農業従事者の精神的不安を
軽減するため、ヒグマ駆除出動体制の強化を図
る。

町有林管理
費

町有林整備事業
費

町有林整備事業

多種多様な公益的機能を発揮するため補助事
業を活用し適正施業を実施する。

ヒグマ管理対策事業

ヒグマの保護管理をすすめ、人間との事故を未
然に防ぐために、出没時の対応や事前の注意呼
びかけを行う。

自然環境保護管理対策事業

傷病鳥獣の保護や国立公園・国定公園・道立
自然公園などの自然保護地域における保護管理
活動を行う。

自然保護対
策費

自然保護対策事
業費

国立公園内自動車利用適正化対策事業

国立公園内の利用集中に伴う自然への影響を
緩和するため、一定期間の自動車乗り入れを規
制し、シャトルバスを運行する。

資源エネル
ギー対策費

住宅用太陽光発
電システム設置補
助事業費

住宅用太陽光発電システム設置補助事業

住宅に太陽光発電システムを設置する場合に、
設置経費に対して補助金（1kwあたり7万円）を交
付する。（20基）
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総務費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

左 の 財 源 内 訳
備 考

新・継区分

目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要 予算額

○ 5,248 5,248

○ 4,305 4,305

○ 7,119 7,119

○ 7,237 7,237

○ 5,675 5,675

○ 9,074 9,074
重点分野雇用創出事業③
（着地型観光調査事業）

個人型・滞在型観光にシフトするため、着地観
光情報の収集・整理及び調査を行うことで雇用創
出を図る。

重点分野雇用創出事業②
（観光利用動態調査事業（その２））

知床を訪れる観光客の満足度や動向を把握
し、中長期的な観光施策を検討するための基礎
データ（春期～夏期）の収集を行うことで雇用創
出を図る。

重点分野雇用創出事業①
（世界自然遺産地域における利用の適正化と野生
生物との共生推進事業）

観光客の利用マナーから生じる問題や、野生動
物と観光客、住民との軋轢等の課題解決を図る
ための情報提供や啓発活動を行うことで雇用創
出を図る。

緊急雇用創出事業③
（公園等安全施設点検補修事業)

道路・公園等に設置されている、柵や門扉等の
塗装作業を行うことで雇用創出を図る。

緊急雇用創出事業②
（道路付属施設管理台帳作成事業）

道路付属施設の現況調査を実施し、管理台帳
の作成を行うことで雇用創出を図る。

緊急雇用創
出事業費

緊急雇用創出事
業費

緊急雇用創出事業①
（公会計用資産評価事業）

公会計財務4表の作成に必要な資産評価を行う
ことで雇用創出を図る。
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総務費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

左 の 財 源 内 訳
備 考

新・継区分

目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要 予算額

○ 2,135 2,135

○ 7,445 7,445

○ 4,505 4,505
重点分野雇用創出事業⑥
（学校図書の利用拡大を図るデータベース化及び
補修事業）

新図書館建設に備え、学校図書をデータベー
ス化し、既存図書の補修を行うことで、利用者拡
大に資するとともに雇用創出を図る。

重点分野雇用創出事業⑤
（小学校特別支援教育支援員配置事業）

小学校の普通学級に在籍する生活支援を必要
とする児童に対し、「特別支援員」を導入すること
で、雇用創出を図る。

緊急雇用創
出事業費

緊急雇用創出事
業費

重点分野雇用創出事業④
（世界自然遺産知床に関する資料整理保存活用
事業）

知床の世界自然遺産登録にともなって急増した
収集資料の保存管理、展示活用作業を行うことで
雇用創出を図る。
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民生費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

○ 5,783 5,783

衛生費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

○ 400,000 400,000

55,114 千円
12,032
43,082

205,504 千円
57,471

148,033

59,279 千円
1/2 0
2/3 50,170
2/3 9,109

80,103 千円
64,153
3,253

12,697

合計 400,000 千円

・医師確保経費
・研究研修費
・共済費追加費用

・建設改良費
・企業債元金償還金
・企業債利子償還金

④特別補助

②困難経費
・高度特殊医療経費
・不採算医療経費

③建設改良経費

備 考

保健衛生管
理費

病院事業会計繰
出事業費

病院事業会計繰出事業

*一般会計負担金等交付要綱による。

予算額
左 の 財 源 内 訳

目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要

備 考
左 の 財 源 内 訳

予算額
新・継区分

目 別 事 業 名 及 び 事 業 概 要事 業 費 名

老人福祉費

新・継区分

デイサービス運営
助成事業費

ウトロデイサービス事業運営費助成事業

ウトロデイサービス事業の民間移行に伴い、収
支不均衡分について、事業者責任において補え
ない分を補助する。

①不適当経費
・保健予防行政経費
・救急指定経費
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衛生費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源
備 考予算額

左 の 財 源 内 訳
目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要

新・継区分

環境衛生費 ○ 37,458 28,000 9,458

設計委託
建設工事

○ 2,153 2,153

○ 15,785 6,255 9,530

○ 2,887 2,887

○ 4,200 4,200

○ 1,774 1,774

国保病院等医療機関と連携して任意予防接種
を実施し、接種費用の助成を行って、疾病及び
重症化の予防を図る。
・子宮頸がんワクチン・ヒブワクチン・小児肺炎
球菌ワクチン・新型インフルエンザワクチン

・高齢者肺炎球菌ワクチン

（一般単独事
業債）

小動物焼却施設を整備する。
建築設計委託一式、建設工事一式。

1,222千円
36,236千円

国保病院等連携任意予防接種事業

粗大ごみシュレッダー破砕モーター交換事業

粗大ごみシュレッダーの破砕モーターが性能低下に
より、処理に支障を来しているため交換する。

廃棄物処理施設
維持管理事業費

清掃センター周辺環境巡視事業

清掃センターが稼働していることによる周辺農
地でのカラス被害が年々増加の傾向にあり、農地
へのごみの拡散もある事から、電子妨鳥機の設
置や巡視員を配置し周辺環境への影響を最小限
に食い止める。

じん芥処理
費

廃棄物処理事業
費

一般廃棄物町外処理事業

清里町、小清水町に一般ごみ、粗大ごみの一
部を運搬し処理する経費。

予防費 感染症予防事業
費

小児任意接種ワクチン予防接種事業

小児の任意接種である水痘、おたふくワクチン
については、罹患することで、髄膜炎や難聴など
の重篤な症状を発症する危険性もあることから、
接種費用を助成し、１歳から就学前の乳幼児を対
象とし、重症化の予防を図る。

環境衛生施設維
持管理事業費

小動物処理施設整備事業
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衛生費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源
備 考予算額

左 の 財 源 内 訳
目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要

新・継区分

○ 1,790,024 280,982 1,333,800 175,242 H22～Ｈ23継続事業

平成22年度からの継続事業に係る事業費

1,126,440千円
344,190千円
300,720千円
18,674千円

○ 3,047 3,047

新一般廃棄物処理施設整備に係る一般事務経費

705千円
1,133千円
1,209千円

○ 377,517 155,650 198,200 23,667

生ごみ堆肥化施設建設工事、施工監理

建設工事
施工監理

（一般廃棄物
処理事業債）

370,440千円
7,077千円

（一般廃棄物
処理事業債）

地元地域先進地視察調査
通信環境整備
事務経費

一般ごみ資源化施設建設工事
最終処分場造成工事
浸出水処理施設建設工事
施工監理

生ごみ堆肥化施設建設事業

新一般廃棄物処理施設整備事業

一般ごみ資源化施設等建設事業新一般廃棄
物処理施設
整備事業費

新一般廃棄物処
理施設整備事業
費
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農林水産業費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

○ 5,000 5,000

○ 826 826

○ 8,308 4,532 1,236 2,540

(分担金）

○ 7,049 3,718 999 2,332

(分担金）

美咲排水機場管
理事業費

基幹水利施
設管理事業
費

右岸排水機場管
理事業費

事 業 費 名 備 考
新・継区分

予算額
左 の 財 源 内 訳

目 別

「新たな地域畑作農業」を確立するため、地
域における低投入型経営システムの確立など
の実証圃の設置により、持続的・安定的な畑
作農業の展開を図る。
・加工馬鈴薯歩留まり向上試験
・生薬栽培試験

事 業 名 及 び 事 業 概 要

新たな地域畑作農業確立支援事業

農業振興費 農業振興事業費

強い農業づ
くり事業費

新たな地域畑作
農業確立支援事
業費

斜里町土づくり対策推進事業

クリーン農業を推進するため、平成３年度
から緑肥種子代の一部を助成している。道事
業による緑肥対策はＨ18年度をもって廃止と
なり、町・農協の単独助成事業として実施し
ており、新たな「戸別所得補償制度」におけ
る緑肥輪作加算と相乗しての効果が期待でき
る。町負担率の1/6を継続し、施肥体系の転
換と農家の負担軽減を図る。

美咲排水機場管理事業

右岸排水機場管理事業

美咲排水機場の維持管理を、団体営土地改
良事業（基幹水利施設維持管理事業）により
計画的に行い、施設の整備・運営経費の負担
軽減を図る。
・遊水池浚渫土砂運搬工事ほか

斜里右岸排水機場の維持管理を、団体営土
地改良事業（基幹水利施設維持管理事業）に
より計画的に行い、施設の整備・運営経費の
負担軽減を図る。
・自家発電機(2基のうちの1基)点検整備ほか
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農林水産業費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源
事 業 費 名 備 考

新・継区分

予算額
左 の 財 源 内 訳

目 別 事 業 名 及 び 事 業 概 要

○ 10,363 1,942 8,421

1,806
(分担金）

136
(雑入）

○ 119,347 4,600 105,916 8,831
2,600

（公共事業等
債）
2,000

（財源対策債）

(分担金）

○ 10,554 3,269 7,285

○ 5,000 3,750 1,250

○ 300 300

○ 6,800 6,800

林業振興費 民有林振興事業
費

水産振興対策事
業費

水産振興費

さけ・ますふ
化事業費

さけ・ますふ化事
業費

道営農業農村整
備事業費

道営農業農
村整備事業
費

斜網地区維持管
理事業費

基幹水利施
設管理事業
費

森林整備を促進するため作業道の整備、境界
の明確化等に対する交付金事業を実施する。
（国1/2道1/4町1/4)

森林施業を行う民有林所有者に対し町要綱に
基づき助成し、負担軽減を図る。

斜里町森林整備推進事業

浅海資源増大対策としてナマコ生態分布・ウニ
分布、エビの分布調査を実施する両漁協に対し
助成する。

浅海資源増養殖試験事業

斜里町さけます増殖協力会助成事業

さけます地場資源増大への増殖振興対策とし
て、協力会事業に対し助成する。

斜里地区、斜里美咲地区、斜里三井地区の
圃場整備（暗渠排水・区画整理・土層改
良）、用水路整備を行い、農業経営基盤の安
定・強化を図る。

斜網地区維持管理事業費

森林整備地域活動支援交付金事業

道営農業農村整備事業

緑ダム・頭首工等畑かん施設を1市4町によ
り共同管理する。維持管理にかかる負担は、
基幹水利施設維持管理事業を用いて軽減を図
り、負担金を徴収し管理にあてる。
・取水ｹﾞｰﾄ点検整備・ﾀﾞﾑ遠方操作卓改修・
用水管理通信施設改修など
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農林水産業費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

○ 3,080 3,080

商工費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

○ 2,250 2,250

○ 9,500 9,500

○ 1,009 1,009

○ 13,250 13,250

予算額
左 の 財 源 内 訳

備 考

ウトロ漁村
センター運
営費

ウトロ漁村セン
ター管理運営事
業費

ウトロ漁村センター非常電源発電機切替設備改修
事業

ウトロ地域の災害避難所としての漁村センター機
能充実（非常電源確保）を図るため非常電源発電
機切替設備の改修を行う。

目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要
新・継区分

商工振興費 商工業振興対策
事業費

ウトロ温泉街組合街路灯設置助成事業

ウトロ温泉街の環境美化、夜間集客及び安全対
策のため、街路灯設置事業に対し助成する。

住宅リフォーム促進補助事業

住宅リフォームに要する費用の一部を補助する
ことにより、居住環境の整備及び町内建設業の振
興並びに地域経済の活性化を図る。

商工会助成金（プレミアム付商品券等発行事業分）

町内経済の活性化のために商工会が行う、プレ
ミアム付商品券等発行事業に対し助成する。

商工会助成金（地域振興事業分）

消費者サービス、地元消費の拡大を図るためオ
ホーツクカードのポイントアップ事業を支援する商
工会地域振興事業に対し助成する。

目 別 事 業 名 及 び 事 業 概 要事 業 費 名 備 考
新・継区分

予算額
左 の 財 源 内 訳
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商工費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源
目 別 事 業 名 及 び 事 業 概 要事 業 費 名 備 考

新・継区分

予算額
左 の 財 源 内 訳

○ 3,000 1,500 1,500

○ 4,000 1,000 3,000
（いきいきふる
さと推進事業
助成金）

○ 5,044 1,100 3,944

○ 13,000 13,000

地場産品振興対
策事業費

知床しゃりブラン
ド推進事業費

観光イベント等支援事業

産業まつりの開催経費を実行委員会に対し助成
し、地場産品のＰＲ及び産業振興を図る。

地場産業活性化チャレンジ事業

地場産品の研究開発、販売促進や消費拡大に
つながる事業を行う個人及び企業等に対し助成
し、地場産業及び地域経済の活性化を図る。

知床観光振興のため行われるイベント等の各種
事業を総合的に支援するため、観光協会に対し
助成する。

しれとこ産業まつり助成事業

観光費 観光振興開発事
業費

地場産品振
興対策費

知床しゃりブランド推進事業

斜里町の優れた商品を知床しゃりブランド認証
品として広く全国に発信し、地場産業の振興と活
性化を図るため知床しゃりブランド運営委員会に
対し助成する。
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土木費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

○ 2,000 2,000

○ 30,000 28,500 1,500

(辺地債）

○ 10,600 6,000 4,100 500

（公共事業等
債）

○ 31,500 18,000 12,100 1,400

（公共事業等
債）

○ 41,500 24,000 15,700 1,800

（公共事業等
債）

○ 7,000 3,000 4,000

備 考目 別

道路新設改
良費

道路改築事業費

事 業 費 名
左 の 財 源 内 訳

予算額
新・継区分

事 業 名 及 び 事 業 概 要

H15年度から重点地区を中心に段差の解消、
勾配の緩和、点字ブロックを整備。

朝日町地区 Ｌ＝600ｍ

市街地歩道バリアフリー事業

活力創出基盤道
路整備事業費

中斜里８号道路整備事業

交付金事業による道路改良
全体事業費 Ｃ＝120,000千円
全 体 延 長 Ｌ＝600ｍ
事 業 期 間 Ｈ21～Ｈ23

ホクレン基線道路整備事業

交付金事業による道路改良
全体事業費 Ｃ＝80,000千円
全 体 延 長 Ｌ＝550ｍ
事 業 期 間 Ｈ22～Ｈ24

長寿命化修繕計
画策定事業費

橋梁長寿命化計画策定事業

交付金事業による道路橋の点検策定
全体道路橋 117橋
事 業 期 間 Ｈ22～Ｈ24

H22年度 点 検 36橋
H23年度 点 検 81橋
Ｈ24年度 計画策定 117橋

羅萠道路整備事業

交付金事業による道路改良
全体事業費 Ｃ＝330,000千円
全 体 延 長 Ｌ＝1,585ｍ
事 業 期 間 Ｈ22～Ｈ27

越川東１線道路整備事業

町道未改良道路の拡幅（砂利道路）
全体事業費 Ｃ＝30,000千円
全 体 延 長 Ｌ＝1,500ｍ
事 業 期 間 Ｈ23
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土木費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源
備 考目 別 事 業 費 名

左 の 財 源 内 訳
予算額

新・継区分

事 業 名 及 び 事 業 概 要

○ 4,600 2,000 2,300 300

（公共事業等
債）

○ 1,500 1,500
（換地処分清
算負担金）

○ 40,000 36,000 4,000

（地方道路整
備事業債）

○ 400 67 150 183

公園広場管
理費

公園整備事業費

土地区画整理事
業費

住宅管理費 住宅施策推進事
業費

市街地整備
推進費

地方道路等
整備事業費

地方道路整備事
業費

住宅の耐震改修工事に要する費用の一部を
補助することにより、住宅の耐震改修の促進を
図り地震発生時の住宅の倒壊等による被害を軽
減する。

清算金交付事業

斜里中央土地区画整理事業における換地処
分にあたり面積精査による清算金交付に要する
経費
※徴収分は歳入として計上する。

住宅耐震改修補助事業

地方道路整備事業

道路利用者の快適性、安全性、環境の向上を
図るため町道未改良道路を改修補修し、周辺の
環境整備を促進する。
[斜里小学校北５丁目通、望岳４丁目通、文光４
条通、鉄南東１条通]

都市公園整備事業

公園施設長寿命化計画点検結果に基づく港
町公園の遊具修繕、擁壁、柵の改修工事
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消防費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

○ 2,118 2,118

○ 3,780 1,890 1,890
（建物災害共
済金）

Ｈ22年11月の強風により破損したウトロ分署
庁舎車庫の屋上防水シートを、ウレタン複合
防水シートに改修し、降雪及び降雨に対する
浸水防止と耐久性の向上を図る。

ウトロ分署庁舎車庫屋上防水改修事業

消防施設費負担
金

小型動力ポンプ更新事業消防費

備 考
左 の 財 源 内 訳

事 業 名 及 び 事 業 概 要

消防自動車積載の小型動力ポンプ１台（昭
和53年配備）を更新し、消防施設の充実を図
る。

目 別 予算額
新・継区分

事 業 費 名
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教育費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

○ 1,342 1,342

○ 2,877 2,877

○ 320 320

○ 5,553 5,553

○ 1,852 1,852

○ 3,874 3,874学校管理費 学校管理事業費

学校管理事業費

義務教育振
興費

学校行事・団体支
援事業費

義務教育振興事
業費

学校管理費

事 業 費 名目 別

中学校で普通学級に在籍する特別支援（生活
支援）の必要な対象児童増加に伴い、特別支援
員1名を配置する。（現員2名 斜里中1名、ウトロ
中1名）

中学校特別支援員配置事業

小学校特別支援員配置事業

町内学校公開研究会助成事業（追加）

学校公開研究会を通じて、教員の指導技術の
向上と意識涵養を図り、学校の教育力を図る。

事務局費 事務局運営事業
費

事 業 名 及 び 事 業 概 要

斜里高等学校間口維持対策通学費助成事業

スクール・ソーシャルワーカー配置事業

斜里高等学校間口対策支援のため町外から
通う生徒対象に通学費を助成する。（助成率：距
離数に応じた燃料費の1/3）

学校だけでは解決困難な、いじめ・不登校等
社会的な課題を持つ児童・生徒に対応するた
め、町内の学校を巡回する「スクールソーシャル
ワーカー」を1名配置する。

小学校で各教科において基礎学力の定着を
目指し、少人数指導や習熟度別指導などを図る
ため支援講師2名を配置する。（現員2名 斜里
小1名、朝日小1名）

小学校で普通学級に在籍する特別支援（生活
支援）の必要な対象児童増加に伴い、特別支援
員を7名に増員する。（現員5名 斜里小2名、朝
日小1名、峰浜小1名、ウトロ小1名）
（4名分は緊急雇用創出事業費に計上）

小学校支援講師配置事業

備 考
新・継区分 左 の 財 源 内 訳

予算額
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教育費 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源
事 業 費 名目 別 事 業 名 及 び 事 業 概 要 備 考

新・継区分 左 の 財 源 内 訳
予算額

○ 1,937 1,937

○ 38,016 38,016

○ 2,859 2,859

○ 3,770 3,770

（スポーツ施
設等整備基
金）

○ 468 468
（スポーツ施
設等整備基
金）

○ 7,529 7,529

（スポーツ施
設等整備基
金）

海洋セン
ター管理運
営費

海洋センター体
育館・プール管理
運営事業費

学校管理費 学校管理事業費

体育施設運
営費

体育施設管理運
営事業費

道営畑総緊急発
掘調査事業費

中学校で各教科において基礎学力の定着を
目指し、少人数指導や習熟度別指導などを図る
ため支援講師1名を斜里中学校に配置する。

道営畑総緊
急発掘調査
費

町民公園サッカーゴール更新事業

オクシベツ6遺跡緊急発掘調査事業

道営畑総事業に伴う朱円2遺跡の発掘調査
（1,811㎡）を道の委託により実施する。

海洋センター体育館利用者の環境整備を図る
ため、水洗和式トイレを洋式へ取替え、多目的ト
イレを新設する。

道営畑総事業に伴うオクシベツ6遺跡の発掘調
査（100㎡）を道の委託により実施する。

海洋センター体育館トイレ改修事業

町民公園に設置している、サッカーゴールのフ
レームが破損したため、更新を図る。

テニスコート内の照明が暗いため、既存の照明
灯（シングル）を2灯式に更新する。

テニスコート照明灯更新事業

中学校支援講師配置事業

朱円2遺跡緊急発掘調査事業

38



国立公園森林保全事業会計 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 そ の 他 一般財源

○ 11,000 11,000

9,775
(基金）
1,225
(雑入）

公共下水道事業会計 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 そ の 他 一般財源

○ 114,080 52,800 53,800 4,540 2,940 （一般会計繰出金）

(下水道債） (負担金） 債務負担行為限度額
Ｈ24 148,000千円

○ 6,551 4,700 1,851
(下水道債） (分担金）

目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要

特定環境保
全公共下水
道整備事業
費

特定環境保全公
共下水道整備事
業費

特定環境保全公共下水道整備事業

生活環境の改善と公共用水域の保全

公共下水道
整備事業費

公共下水道整備
事業費

公共下水道整備事業

生活環境の改善と公共用水域の保全
未水洗化地区の解消

新・継区分

備 考
新・継区分

予算額
左 の 財 源 内 訳

予算額
左 の 財 源 内 訳

備 考

目 別 事 業 名 及 び 事 業 概 要

森林再生事業

しれとこ100㎡運動地に原生的な森林生態
系を復元するための現地作業や運動推進に
関する業務を実施する。
・森林再生業務
・100平方メートル運動広報業務
・森林再生委員会議運営業務
・しれとこの森交流事業運営業務

事 業 費 名

森林再生事
業費

しれとこ100㎡運
動森林再生推進
事業費
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病院事業会計 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 そ の 他 一般財源

○ 1,890 1,890

○ 3,401 3,401 病 院 会 計

（330千円）
（13,000千円）
（2,400千円）
（2,200千円）
（560千円）
（490千円）

（18,980千円）

債務負担行為限度額
Ｈ24～Ｈ27
18,140千円

水道事業会計 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源

○ 34,000 22,800 11,200

○ 8,000 7,600 400

○ 30,500 26,100 4,400

予算額
左 の 財 源 内 訳

目 別

目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要
新・継区分

事 業 名 及 び 事 業 概 要事 業 費 名

お薬手帳用ﾗﾍﾞﾙﾌﾟﾘﾝﾀｰ
一般X線撮影装置
全自動血液凝固分析装置
血液ガスシステム
マイクロ波治療器
移動用洗髪車

合 計

左 の 財 源 内 訳

医療機器リース事業

備 考

備 考

配水設備工
事費

石綿管更新事業(上水)

老朽管の更新による漏水事故防止と安定供給
2ヶ所 360ｍ

経 費 中期経営計画策定業務委託

今後５年程度の経営課題や見通し・将来像につ
いて策定実績のある経営コンサルに策定委託を
行う。

予算額
新・継区分

配水管耐震化及び鋳鉄管更新事業（上水）

道道改良工事に合わせて配水管の布設替を行う
1ヶ所 80ｍ

配水本管複線化及び新設事業（上水）

配水管(枝管)を新設し供給安定を図る
3ヶ所 410ｍ・枝管φ25～40・測量設計
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水道事業会計 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 起 債 その他 一般財源
予算額

左 の 財 源 内 訳
目 別 事 業 費 名 事 業 名 及 び 事 業 概 要

新・継区分

備 考

○ 9,000 7,600 1,400

○ 52,300 52,300

○ 6,400 6,400

○ 4,000 4,000浄水場改修
事業費

浄水場改修事業（簡水）

施設管理上周辺の雨水処理を行い配水池への
侵入水の防止と場内道路の路盤流失を防ぐ
排水管（側溝）72m・舗装140㎡

配水設備工
事費

配水管複線化及び新設事業（簡水）

配水管減圧弁の改修と枝管を新設し安定供給を
図る。
減圧弁室改修φ100・枝管φ25～40・測量

計量法による８年経過メータ器の更新 99基

上水メータ器更新事業

計量法による８年経過メータ器の更新 848基

簡水メータ器更新事業
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